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目的を誤り手続き違えた SAICM 実施計画は 
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‐「SAICM 国内実施計画 (案)」に対する意見－ 

 
 

星 川 欣 孝 
SAICM 関係省庁連絡会議の事務局を務める環境省が、「SAICM 国内実施計画(案)」を 7 月

17 日に公示した。その SAICM 国内実施計画 (案) は、総括的にいえば、策定の手続きに関し

ても、実施計画としての内容に関しても、さらには文書策定の目的に関しても、SAICM とい

う国際協調活動のための日本の実施計画に値しない文書です。 
本来、SAICM 国内実施計画 (案) は、社会の全ての構成員が化学物質取扱いの当事者である

との認識の下、社会の幅広い者の意見を汲み上げつつ社会の化学物質総合管理の能力向上のた

めに策定するべきものです。それゆえ、より多くの人々が活発に論議に参画し易くするために、

SAICM 関係省庁連絡会議の事務局に意見を提出するとともに、以下の通りここに、「SAICM
国内実施計画(案)」に対する意見を提示します。多くの方のご意見とご批判が論議の輪に寄せ

られることを期待しています。 
 

１． SAICM に沿った SAICM 国内実施計画の策定に関する意見 
SAICM 国内実施計画 (案) は、2003 年 10 月に日本政府が国際機関に提出したナショナル・

プロファイルが国連研修調査研究所 (UNITAR; United Nations Institute for Training and 
Research) などがナショナル・プロファイルや国内実施計画の策定のために提示しているガイ

ドラインや書式などを基準に検証すると 100点満点で 10点程度にしか得られないのと同様に、

60 点の合格点には遠く及ばない行動計画と言わざるを得ません。このような文書を国際機関に

提出して国内外に公開することは、関係者の無理解さ・不誠実さを自ら露呈する愚かな行為で

あり、国際的に失笑を買うものです。それゆえ、策定手続きの構築から根本的に改めて仕切り

直す必要があります。 
 
（1）SAICM 国内実施計画の策定手続きに関する意見 
 「SAICM に沿って国際的な観点に立った化学物質管理に取り組む」ことの必要性は、SAICM
国内実施計画 (案) も指摘するように、日本にとってとりわけ重要です。しかし、そのような

化学物質管理に関わる国際協調的な取組みにおいても、また国内的にみても化学物質の主たる

分野は労働安全衛生や消費者安全であり、そして国際的には火災爆発防止であって、化学物質

審査規制法を主として念頭においた環境保全の分野ではありません。しかるに、化学物質管理

が僅かな比重でしかない環境基本計画の対象分野に限定して SAICM への対応を閣議決定した

政府の判断 (国内実施計画 (案) の３頁上８行目～、以下同じ) は、SAICM の理念やそれに関

連する国際協調活動が目指している方向性に基本的に反しています。言い換えると、今回策定

するべき SAICM 国内実施計画は、環境保全に係る環境基本計画だけでなく、労働安全衛生に

係る労働災害防止計画、製品安全に係る消費者基本計画といった既存の行動計画における化学

物質管理に係る取組みだけでなく、そのような行動計画に含まれないその他の分野における化

学物質管理に係る取組みをも包括して新たな国内実施計画と位置づけて取り組むべきものです。

この点に関する SAICM 関係省庁連絡会議の認識と判断 (３頁上 19 行目～)は根本的に誤って
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います。 
 それに加えて、「SAICM に沿って国際的な観点に立った化学物質管理に取り組む」ための

SAICM 国内実施計画の策定は、SAICM に沿った手続きを踏んだロードマップを作成して取り

組む必要があります。その際に各国政府が参考にすべき手引書は国連研修調査研究所 
(UNITAR; United Nations Institute for Training and Research) が数多く策定しています 
(UNITAR, 1996, 2007)。それらによると、SAICM 国内実施計画の策定で最も重要な最初の作

業は、国内実施計画で取り上げる取組課題を設定し、それらの優先順位付けを行うナショナル・

プロファイルを策定することです。しかし今回の SAICM 国内実施計画 (案) では日本のナシ

ョナル・プロファイルに関する記述は国内実施計画 (案) 付属資料３の頭書き (30 頁上２行目) 
のみで、本文にはナショナル・プロファイルの策定に関する記述がありません。そのため、本

文に対する意見として書式に従って意見を提示する方途が閉ざされています。SAICM 国内実

施計画(案) に日本のナショナル・プロファイルに関する記述を加える必要があります。 
 なお、付属資料３の頭書きに注記される「化学物質管理に関するナショナル・プロファイル」

という政府文書 (IFCS 各省庁連絡会議, 2003) は、2003 年に IFCS 各省庁連絡会議が国民に

非公開で策定し、パブリック・コメントの手続きを経ずに国際機関に提出した暫定的な文書に

すぎず、しかもその内容は UNITAR の手引きを参考にして策定したと明記しながら、手引き

が規定する策定の手続きを踏んでおらず、化学物質管理の現状に関する記述は部分的で、しか

も現状の分析や取組課題の設定という肝心な作業を全く行っていない極めて不完全かつ不誠実

なものでした (星川他, 2005a, 2005b, 2006a)。 
 したがって今回、SAICM 関係省庁連絡会議が国内実施計画の策定に当たって最初に行うべ

き作業は、2003 年 10 月に国際機関に提出した未完成のナショナル・プロファイルについて化

学物質管理に係る現状記述の欠落部分を補充し、それらに基づき現状の分析や取組課題の設定

という国内実施計画の策定に必須な作業を行って日本のナショナル・プロファイルを完結する

ことです。この点に関しても SAICM 関係省庁連絡会議の認識と判断は根本的に誤っています。 
 
（2）SAICM 国内実施計画の内容に関する意見 
 SAICM に沿った SAICM 国内実施計画で取り上げる化学物質管理制度に係る取組課題は、

SAICM を構成する３つの基本文書  (ドバイ宣言、総合戦略  (OPS; Overarching Policy 
Strategy) および世界行動計画 (GPA; Global Plan of Action)) を参考にして設定する必要が

あります。言い換えると、それらの基本文書は日本政府も合意した国際協調活動のための各国

共有文書であり、日本の SAICM 国内実施計画の内容もそれらの文書ならびに UNITAR が化

学物質適正管理国際組織間計画  (IOMC; Inter-Organisation Programme for the Sound 
Management of Chemicals) と連携して策定した各種の手引きに留意して全ての関係者を交

えて検討し設定する必要があります。 
 そのような SAICM に沿った立場で SAICM 国内実施計画を策定する場合に最も重要なこと

は、SAICM 国内実施計画を何のために策定するかという SAICM 国内実施計画策定の目的で

す。これに関して SAICM 基本文書の OPS は、５つの視点、つまり、①リスク削減、②知識・

情報、③統治、④管理能力強化および⑤不法な国際交易の視点から化学物質管理の制度・仕組

みや取組みに認められる隙間」、重複、非効率などを体系的かつ費用対効果的に優れた方策で改

善することを第一の目的にしています (UNITAR, 1996, 2007)。 
ところが、SAICM 国内実施計画 (案) 第２章２項では、OPS の５つの視点と全く異なる、(1)

リスクの評価、(2)リスクの管理、(3)安全・安心の一層の確保および(4)国際的な課題への対応

という独特な観点を用いて記述しています。SAICM 関係省庁連絡会議がこのような観点を選

 2



化学生物総合管理学会 

定した論拠は第四次環境基本計画で用いた観点を踏襲しただけと推測します。しかし結果的に

は、第３章２項にみられるように、環境保全という一つの分野で用いた観点を他の分野の様々

な取組みに適用してそれらを単に分類しただけに留まり、SAICM 国内実施計画の目的である

化学物質管理に係る様々な分野の制度・仕組みや取組みを体系的かつ包括的に見直して社会の

管理能力の強化に資する実施計画を新たに構築することになっていません。言い換えると、

SAICM 国内実施計画 (案) は、化学物質管理に係る現行の制度・仕組みや取組みに認められる

隙間、重複、非効率などの改善に体系的に取り組むという国際協調活動に叶う SAICM 国内実

施計画とは全く異なるものに変質しています。 
これに関連する SAICM 関係省庁連絡会議の認識と判断の大きな誤りは、国内実施計画 (案) 

の４頁下 11 行目からの「SAICM 国内実施計画の策定は、SAICM に沿った化学物質管理政策

に係る関係省庁の連携に資するとともに、我が国の取組状況を国内外の関係者に示し、関係者

の取組を確実に実施する上で有益である・・」という記述に端的に表われています。社会の化

学物質管理能力の強化を目的とする SAICM 国内実施計画を、関係省庁の連携に資することを

目的に作成するという認識は論外です。あまりにも矮小な理解であり、志が低すぎるといわざ

るを得ません。 
 
（3）目指すべき化学物質管理制度の認識共有の重要性に関する意見 

SAICM 国内実施計画を策定するに当たっては、目指すべき化学物質管理制度に関して関係

者間で認識を共有することが重要です。それなくしては、本来、国内実施計画を策定すること

は不可能です。しかし SAICM 国内実施計画 (案) の本文には、策定の過程でどのような方法

でどの程度の認識共有化が行われたかを明確には記述されていません。日本を取り巻く各国の

化学物質管理制度の現況がどのようになっているか、SAICM に関する国際機関の活動はどの

ような方向を指向しているか、それらに対して日本はどのように行動するべきかについて様々

な関係者が参集して意見交換を行い、それによって関係者間に対策の検討に必要な共通認識を

形成し、そのうえで実施計画案に組入れる取組課題とそれらの優先順位付けを確定するという

手続きが SAICM に沿った SAICM 国内実施計画の策定に不可欠です。 
 上記のような観点から目指すべき化学物質管理制度の候補を考えれば、その第一は社会で取

り扱われる化学物質のリスクを包括的かつ体系的に管理する化学物質総合管理です。その概念

および関連実務は、日本も加盟している経済協力開発機構 (OECD) が 1970 年代から、健康被

害等の未然防止に加えて、化学品貿易の非関税障壁を未然防止する観点から制度・仕組みの国

際調和の必要性を重視して取り組んで合意されてきました。さらに、1992 年の国連環境開発会

議 (UNCED) における化学物質総合管理の国際行動計画ともいえるアジェンダ 21 の第 19 章

の合意によって、世界的に定着しました (星川他, 2007a)。それに該当する最も典型的な法制は、

2007 年 6 月に施行された欧州連合 (EU) の REACH (化学物質の登録、評価、認可、制限) 規
則であり、REACH 規則の前文には、WSSD2020 年目標の達成および SAICM の遂行に寄与す

るよう REACH 規則を構成したことが明記されています (星川他, 2012)。 
 SAICM国内実施計画 (案) の本文には、目指すべき化学物質管理制度についての記述は何も

ありませんが、最近増田優氏が、国際的な潮流である化学物質総合管理法制に係る国際的な活

動の経緯や分散的に乱立する日本の規制法群に対する化学物質総合管理法制の優位性に関して、

「点の規制から面の管理へ」と題する意見を化学生物総合管理学会ホームページの「論議の輪」

欄 に 投 稿 し 、 意 見 交 換 を 呼 び か け て い ま す  ( 増 田 , 
2012; http://www.cbims.net/ronginowa.html)。 
 増田氏の意見から国際的な動向や日本の実態との乖離を簡潔に論じた部分を示すと以下のと

 3

http://www.cbims.net/ronginowa.html


化学生物総合管理学会 

おりです。 
 

「国際社会は過去 40 年間、経済協力開発機構（OECD）や世界保健機関（WHO）、国際

労働機関（ILO）、国連環境計画（UNEP）といった国連の専門機関などで論議を重ねつ

つ多くの事項に合意を形成してきた。そして 1992 年の国連環境開発会議（UNCED）に

おいて、労働安全衛生、消費者製品安全、環境保全、火災爆発防止などといった分野毎

の違いや ILO、WHO、UNEP、OECD などといった組織毎の差異を乗り越えてそれら

の活動を糾合し、包括的な化学物質の総合管理に関する行動計画としてアジェンダ 21 第

19 章に合意した。その後 2002 年の持続可能な発展に関する世界首脳会議（WSSD）で

この計画を強化し加速化することに合意し、それを受けて 2006 年に具体的な行動計画で

ある国際化学物質管理戦略行動計画（SAICM）を策定し、今日その実現に向けて活動を

展開している。 
こうした論議の過程の中で国際社会は、政府が特定の化学物質を指定して一律に規制す

るという考え方を止揚し、化学物質を取り扱う者がそれぞれの実態を踏まえて適切に管

理するという考え方へと大きく方向転換した。政府による規制は限られた数少ない点、

即ち指定化学物質や特定化学物質といった規制対象化学物質にしかその作用が及ばず、

いわゆる隙間問題の発生は避け難い。その反省のもとに、万を超える化学物質が津々浦々

で千差万別な目的のために多様な形で多彩な当事者によって取り扱われているという現

実の社会の実態を厳然たる事実として受け止めた上で、取りこぼしが起きないように面

として捉えて全ての化学物質を管理していく道を選んだ。そして、評価管理手法や情報

共有公開制度などを整えることにより、個々の当事者の管理能力を高め、ひいては社会

全体の管理能力を高める道を歩み出した。それと同時に、労働安全衛生、消費者製品安

全、環境保全、火災爆発防止といった分野を個々別々に扱ってきた歴史を改め、これら

の分野を包括的に捉え一元的に管理していく化学物質の総合管理の考え方を確立した。

労働安全衛生、消費者製品安全、環境保全、火災爆発防止といった分野毎に面を分割す

ることは、隙間をもたらしかねない。全体を一つの面で覆って統一的に管理する総合管

理により、新たな隙間問題を未然に回避する道に踏み出した。」 
 

SAICM 国内実施計画 (案) の作成に携わってきた人々には増田氏の意見に同意しない人が

多いのではないかと推測します。しかし、同意しないならばしない理由を明確にして、反論を

社会に明示的に示すことが必要です。それが国際的に求められる当たり前の手続きです。

SAICM 国内実施計画の策定に関与している行政府の担当官、審議会の委員、産業界、学界、

民間団体、その他の関係者に欠落しているのは、日本を取り巻く各国の化学物質管理制度の現

況がどのようになっているか、SAICM に関する国際機関の活動はどのような方向を指向して

いるか、それらに対して日本はどのように行動するべきかについて十分な意見交換を行い、そ

れによって関係者間に必要な共通認識を形成する手続きの重要性に対する認識です。 
そのような認識の欠落を裏付ける一つの証拠は、SAICM 関係省庁連絡会議を国民に非公開

としていることです。また SAICM 国内実施計画 (案) へのコメント公募の時点で、「化学物質

と環境に関する政策対話」の第１回会合の議事録を公開していないことも同様です。これらの

非公開についてはいずれも正当な理由は見当たらず、国民がパブリック・コメント募集に応ず

る上で障害になっています。国際的な状況に関して関係者間の共通認識を形成する討論の場を

設置して充分に認識の共有化を図ったうえで SAICM 国内実施計画 (案) を新たに作成し直し、

そのうえでパブリック・コメントを募集して SAICM 国内実施計画を完成するという段取りを
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再度採ることを要請します。 
 
２．日本の SAICM 国内実施計画に必須の取組課題 
 SAICM に沿って日本の SAICM 国内実施計画を策定する場合に最も重要なことは、既に指

摘したように、化学物質管理に係る現行の制度・仕組みや取組みに認められる隙間、重複、非

効率などを抜本的に解消する費用対効果の優れた方策を取組課題の中核に位置付けることです。

SAICM 国内実施計画 (案) の本文にはそのような観点からの記述はありません。しかし化学物

質管理の日本の実態は、法制面でみても労働安全衛生や製品安全といった管理の実態面でみて

も、欧米先進国に限らず、アジア諸国にも立遅れて国民が不利な状況に立ち至っています。そ

れゆえ例えば、SAICM 基本文書の OPS 第 22 項の視点から新たな行動計画の取組課題を列挙

すれば、数多くの課題が見出されるに違いありません (星川他, 2005a)。 
 そのような取組課題の一つの候補は、化学生物総合管理学会の春季討論集会参加者有志が同

学会ホームページの「論議の輪」欄に投稿し意見交換を呼びかけている「アジア諸国に立遅れ

る日本に必要な化学物質総合管理法制の整備」と題する緊急提言です (春季討論集会参加者有

志, 2012) この緊急提言は、日本の立遅れた状況を抜本的に改善する最善の方策は化学物質総

合管理法制を整備することであるという共通認識に基づいて「化学物質の総合管理に関する法

律」の要綱案を具体的に提示しています (付属資料参照)。 
春季討論集会参加者有志の緊急提言の趣旨は以下のとおりですが、その要綱案の重点は、乱

立する現行の規制法群の下で分散している行政府の化学物質管理に関する制度・仕組みや取組

みを整理・統合することによる費用対効果の優れた包括的な化学物質総合管理法制を実現する

ことです。そのような法律およびそれを運用する行政体制の整備こそ、WSSD2020 年目標の実

現に不可欠な日本の化学物質管理の基本的社会システムであります。 
 

「・・・ このような国際的な競争力や市民の健康に悪影響を及ぼしかねない窮状を打

開するため、化学生物総合管理学会では 2012 年 3 月 7 日に開催した春季討論集会にお

いて、1)化学物質管理の法体系と国際競争力および 2)化学品法規制と情報のあり方に係

る問題点と解決策について討論を行った。その中で、例えば、①化学品の輸出入業務に

おける現行の省庁縦割り規制法に基づく不適切かつ不合理な扱い、②化学物質届出情報

の相互受入れ制度を活用できない事業者の不利な現況、③家庭用殺虫剤に係る法律の不

備によるリスク管理および競争上の不条理、さらには④諸外国では法律に基づき管理さ

れている個別製品に係る問題の顕在化などの事例が問題提起された。 
これらが明らかにすることは、世界の潮流である化学物質総合管理を無視して旧来の

縦割り規制法に固執するあまり袋小路に入り込んでしまった日本の現状である。そして

このような無残な実状を改善する方策は、国際協調を重視して化学物質のリスク評価や

リスク管理を包括的に扱う化学物質総合管理法制を早急に整備するとともに、それを一

元的に執行する中核的な行政機関と評価機関を設置すること以外にはないことも明白に

なった。 
 最近、厚生労働省、経済産業省および環境省は「今後の化学物質管理政策に関する合

同検討会」を設置し、労働者保護、消費者保護、環境保護の総合的な視点に立って体系

的に危険有害性情報の収集・評価等を進める方策について論議に着手した。このような

合同検討会の設置は歓迎されるものの、SAICM に基づく国際協調活動の進展に鑑みれば

事は急を要する。それゆえ、３省が検討会を設置したことを契機に論議の活性化に資す

るため、春季討論集会の意見交換を踏まえて化学物質総合管理法の法律要綱 (試案) を策
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定し化学生物総合管理学会ホームページの「論議の輪」欄に投稿して公表することとし

た。」 
 
 なお、SAICM 関係省庁連絡会議が SAICM に沿った日本の SAICM 実施計画の案を検討す

る際に忘れてならない重要な課題として、国会が化学物質審査規制法の改正に当たって附帯決

議として提示した総合的な管理に係る事項への対応があります。SAICM 関係省庁連絡会議の

立場からみれば、附帯決議の中には同連絡会議が主体的に対応すべき決議事項があるにも関わ

らず (星川他, 2009a, 2009b)、それに関する記述が SAICM 国内実施計画 (案) の本文にありま

せん。国会が化学物質審査規制法の改正に当たって政府に対して附帯決議として提示した総合

的な管理に係る主な事項は以下の通りです(星川他, 2009b)。言い換えると、これらの国会附帯

決議に対する政府の対応方針およびそれに基づく具体的な取組課題を SAICM 国内実施計画 
(案) に明記する必要があります。 
 

1) 総合的、統一的な法制度および行政組織のあり方の検討 
2) 国際合意を遵守する国の責任と具体的スケジュールの明確化 
 

この件に関連する SAICM 関係省庁連絡会議の姿勢に対する懸念は、「日本が議会制民主主義

の法治国家である」ことをどのように認識しているかという疑問です。例えば、SAICM 国内

実施計画 (案) の 20 頁下３行目に「・・・また、関係府省の連携・協力と情報共有を一層強化・

推進し、包括的な化学物質対策の確立と推進を図ることで、国民の安全を確保し、国民が安心

して生活できる社会の実現を目指す。」という記述があります。しかし、これに関連した法律体

系の整備については全く触れていません。本来、法治国家においては、化学物質のリスク管理

のように国民の安全を確保し国民が安心して生活できる社会の実現を目指すための社会システムお

よびその運用体制は、法律で明確に規定するのが鉄則であり、ましてや化学物質のように活発に国

際的に交易される物品に係る安全管理制度は諸外国に対して非関税障壁にならないよう配慮し、国

際的に整合した法律制度を整備して透明性を確保する必要があります (OECD, 1974)。ここに見え

隠れする法律の整備をせずに済まそうとする SAICM 関係省庁連絡会議の姿勢は、OECD の基本

的立場に反するだけでなく、日本の行政指導に対する世界の批判に応えて過去に是正措置を講

じてきた方向性にも反しています。 
 

３．SAICM 国内実施計画の策定主体の問題 
 日本の SAICM 国内実施計画は、SAICM 関係省庁連絡会議が策定することで取り進められ

ています。しかしこれに関していくつかの疑念があります。まず最大の疑念は、この関係省庁

連絡会議は関係省庁の申合せで設置されているだけで、国際合意を実行するための行政組織と

して閣議を経て設置されものではありません。そしてそのような関係省庁連絡会議が 2006 年 4
月の第１回会合において国内実施計画を策定する方針を決議しました。しかし、そのような手

続きで設置された、いわば任意の行政組織が策定する SAICM 国内実施計画は、どんな手続き

を経て日本の公式な実施計画に認定されるのかを明らかにしていません。先進国の例では、国

際合意に対処する国の方針はまず閣議で定め、それに基づいて設置される行政組織等が国内実

施計画の策定を検討し、その成果物を閣議で承認した後に国内で実施し国際機関に通知するの

が通例です。兎も角もはっきりしていることは、日本政府から提出された SAICM 国内実施計

画は国際社会では持続可能な発展に関する世界首脳会議（WSSD）の合意に繋がる日本政府の

約束事と理解されるということです。 
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SAICM 国内実施計画 (案) の第４章には関係省庁連絡会議が実施状況について点検し結果

を公表することは記述しています。しかしそれ以上に重要なことは、SAICM 国内実施計画の

国の政策としての位置付けについて明確に記述することです。それに対する記述が SAICM 国

内実施計画 (案) の本文にないため、例えば、そのような国内実施計画は政策評価法の事前評

価の対象になりうる国の計画であるのかどうかを検証することができません (星川他, 2008b)。
この点に関する記述を本文に加える必要があります。 
 もう一つの大きな疑念は、関係省庁連絡会議が第１回会合で採択した SAICM 国内実施計画

の策定方針と SAICM 国内実施計画 (案) の第３章２項に記載される「具体的な取組事項」の

齟齬です。すなわち、第１回会合において採択された SAICM 国内実施計画の策定方針は、そ

の各論を「世界行動計画に掲げられた 273 の行動項目のうち、我が国として取り上げるべき項

目を選定するとともに項目の再整理を行い、具体的な取組の概要を取りまとめる。」と規定しま

した。ところが SAICM 国内実施計画(案)の第３章２項の「具体的な取組事項」は、関係省庁

その他が現に取り組んでいる関係のありそうな取組みを列記しているだけで、GPA の 273 項

目のうち、社会の管理能力を強化するために日本として取り組むべき課題を選定して再整理を

行い、具体的な取組みの概要を取りまとめる作業を全く行っていません。言い換えると、SAICM
関係省庁連絡会議は６年前に国民に表明した、SAICM の基本文書に則した国内実施計画を策

定する方針を一方的に破棄してしまっています。このように国際合意にも基づかない、また、

自ら表明した国内的な約束事にも合致しない SAICM 国内実施計画 (案) は、到底、日本の

SAICM 国内実施計画の名にも値しない文書と言わざるを得ません。 
 さらに、SAICM 国内実施計画 (案) のために最近設置された「化学物質と環境に関する政策

対話」という組織体の趣旨、構成メンバー、事務局にも中立性や公平性の観点からいくつかの

疑念があります。この会議体は、市民、労働者、事業者、行政、学識経験者等の様々な主体が

参加する意見交換等の場として設置されました。そしてその設置要綱には「・・化学物質に関

する国民の安全・安心の確保に向けた政策提言を目指す。」とあります。しかし、①関係行政以

外の構成メンバーは公募によって選任された人々でなく、化学物質の適正管理についてどのよ

うな見解や主張を持っているのか明らかにされていません。そのため、「主体」というに値する

人物であるのか、国民の立場から議論を行いうるのかを判断しうる情報を国民に知らせる必要

があります。また、②関係省庁の課長クラスをメンバーに加えて政策提言を目指すとあります

が、誰の立場で誰のための提言を目指しているのかを明らかにしていません。そして③会合の

議題は「政策対話」が決定することになっていますが、文書の作成など会合の準備は事務局の

環境省環境安全課が担っており、しかも環境省は政策形成事業として予算措置まで講じていま

す。このような行政丸抱えの組織体が国民の立場で国民のための政策提言を行いうるかは、こ

れまでの法律に基づく審議会や原子力に関する諸々の委員会等の事例をみる限り極めて疑問で

あります (星川他, 2008a)。少なくとも、構成メンバーの人選、事務局の独立性を含めて中立性

や公平性を担保しうる方策を講じ、SAICM の基本文書に規定されるような国民各層との実質

的な対話の場に再構築する必要があります。 
 
４．SAICM 国内実施計画（案）の該当箇所別に示す意見 
 SAICM 国内実施計画 (案) の個々の記述に関する意見は、該当する箇所のそれぞれに対して

以下の通りです。 
  
No

. 
該当箇所 意 見 

 7



化学生物総合管理学会 

1 ３頁上８行目～：「こ

れを受け、我が国では

平成 18 年に策定した

第三次環境基本計画

において SAICMに沿

って国際的な観点に

立った化学物質管理

を位置付けるととも

に、政府内に関係省庁

連絡会議を設置し、円

滑な連絡調整を図り

つつ、関係法令の改正

等を通じた化学物質

管理施策を推進する

とともに、その考え方

の 普 及 に 努 め て き

た・・・」 

1) 「SAICM に沿って国際的な観点に立った化学物質管理に取り組

むこと」の必要性は、日本にとってとりわけ重要です。しかし、そ

のような化学物質管理に関わる国際協調的な取組みにおいても、ま

た国内的にみても化学物質の主たる分野は労働安全衛生や消費者

安全であり、そして国際的には火災爆発防止であって環境保全の分

野ではありません。しかるに、化学物質管理が僅かな比重でしかな

い環境基本計画の分野だけに限定して SAICM への対応を閣議決定

した政府の判断は、SAICM の理念やそれに関連する国際協調活動

が目指している方向性に基本的に反しています。言い換えると、今

回策定するべき SAICM 国内実施計画は、環境保全に係る環境基本

計画だけでなく、労働安全衛生に係る労働災害防止計画、製品安全

に係る消費者基本計画といった既存の行動計画における化学物質

管理に係る取組みだけでなく、そのような行動計画に含まれないそ

の他の分野における化学物質管理に係る取組みをも包括して新た

な国内実施計画と位置づけて策定すべきものです。 
2) 「・・SAICM に沿って国際的な観点に立った化学物質管理を位置

付けるとともに、」という左記の記述は意味不明です。「SAICM に沿っ

て国際的な観点に立った化学物質管理」とは具体的には何のことです

か、それをどのようにどこに位置付けたのかを明確に記述する必要が

あります。 
3) 「円滑な連絡調整を図りつつ、・・その考え方の普及に努めてきた・」

とありますが、化学物質審査規制法と化学物質(排出把握)管理促進法の

改正に関して SAICM 関係省庁連絡会議では SAICM を受けてどのよ

うな新たな方向性を立てて調整の議論を行ったかを具体的に国民に伝

え、それに基づく記述を加える必要があります。 
2 ３頁上 12 行目～：

「・・市民、労働者、

事業者、行政、学識経

験者等の様々な主体

が参加する意見交換

等の場である「化学物

質と環境に関する政

策対話」の議論を経

て、」 

1) 「化学物質と環境に関する政策対話」が 3 月 27 日に開催されたこ

とは伝えられました。しかしその場において、SAICM 国内実施計画の

策定に関してどのような議論が行われたかの情報が公表されていませ

ん。それを具体的に国民に伝え、それに基づく記述を加える必要があ

ります。 
2) この会合における厚生労働省の２件のパワーポイント資料には

SAICM の言葉がありません。これらの資料について SAICM 国内実施

計画との関連でどのような議論が行われたかを国民に具体的に伝え、

それに基づく記述を加える必要があります。 
3) ４頁下 14 行目～、同頁下４行目、同頁下１行目および５頁下３行

目の該当する記述も上記の修文に合わせて修正する必要があります。

3 ３頁上 19 行目～：「本

国内実施計画は、環境

分野については・・・、

またそれ以外の化学

物質管理に関わる分

野、例えば、労働安全

衛生等の分野につい

1) 「SAICM に沿って」SAICM 国内実施計画を策定する場合、最も肝

心なことは SAICM の基本文書である OPS 第 22 項の規定に準拠する

ことです。言い換えると、SAICM 国内実施計画は「法令、ナショナル・

プロファイル、行動計画、関係者のイニシアティブおよび隙間、重複

などの既存の要件ならびに優先順位、必要性および状況を適宜考慮し、

関連する関係者が参加して策定する」（私訳）必要があります。 
2) しかるに、「労働安全衛生等の分野については、それぞれの政策で
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ては、それぞれの政策

で実施されている具

体的な施策や今後の

方向性を踏まえ作成

したものであり、いわ

ば包括的な化学物質

管理にかかる今後の

実施計画と位置づけ

られるものである。」 

実施されている具体的な施策や今後の方向性を踏まえ作成したも

の・・、」という策定方法は、上記の OPS 第 22 項の規定を全く無視す

るものです。その妥当性を裏付ける論拠をコメント公募対象文書に加

える必要があります。 
3) SAICM に沿った SAICM 国内実施計画は、本来、環境以外の全ての

分野も含めて OPS 第 22 項の規定に則して包括的に検討し、その結果

に基づいて包括的な実施計画として新たに策定する必要があります。

そういう手続きや内容のないコメント公募対象文書のような実施計画

は「包括的な化学物質管理に係る今後の実施計画」の名に値するもの

でなく、不適格です。 
4 ４ 頁 上 ４ 行 目 ～ ：

「SAICM の採択を受

けて、平成 18 年４月

に・・「SAICM に沿っ

て、国際的な観点に立

った化学物質管理に

取り組むべきこと」と

するとともに、同月

に、内閣府、・・およ

び環境省から構成さ

れる関係省庁連絡会

議を設置し、SAICM
に沿った国の化学物

質管理施策の推進に

際し、関係省庁間の連

絡調整の円滑化を図

っている。」 

1) SAICM に沿った国の化学物質管理施策の推進のために設置された

SAICM 関係省庁連絡会議が国民に非公開であることは、SAICM の理

念に反する不適切な措置です。行政関係者は認識を抜本的に改める必

要があります。 
2) SAICM 国内実施計画の策定に関与している行政府の担当官、産

業界、学界、民間団体、その他の関係者に欠落しているのは、日本

を取り巻く各国の化学物質管理制度の現況がどのようになってい

るか、SAICM に関する国際機関の活動はどのような方向を指向し

ているか、それらに対して日本はどのように行動するべきかについ

て十分な意見交換を行い、それによって関係者間に対策の検討に必

要な共通認識を形成する手続きの重要性に対する認識です。そのよ

うな認識の欠落を裏付ける一つの証拠は、SAICM 関係省庁連絡会

議を国民に非公開とし、「化学物質と環境に関する政策対話」の議

事録をコメント公募時点で公開していないことです。これらの非公

開についてはいずれも正当な理由は見当たらず、コメント公募対象

文書にこれらに関する記述を加えてパブリック・コメントを仕切り

直す必要があります。 
5 ４頁上 10 行目～：

「SAICMに沿った我

が国のこれまでの主

な取組みとしては、化

学物質の審査及び製

造等の規制に関する

法律・・の見直し（平

成 23 年度全面施行）

等を行った。」 

1) 化学物質審査規制法および化学物質(排出把握)管理促進法の改正

は、実質的には「SAICM に沿った取組み」に該当するものではありま

せん。WSSD の 2020 年目標の達成という看板を形式的に掲げていま

すが、それらの見直しの視点と SAICM の OPS や GPA との関連性を

具体的に検討した形跡はありません。少なくとも、それらの見直しが

現行法の定期的な見直しの一環として行われたものであることを明記

しておく必要があります。 
2) 12 頁上 18 行目の化学物質審査規制法および化学物質(排出把握)管
理促進法の改正に関する「SAICM に沿った我が国のこれまでの取組

み」についても、同様にその名に値しないので、修正する必要があり

ます。 
3) 本文書において「SAICM に沿った我が国のこれまでの取組み」は

きわめて重要であります。化学物質審査規制法と化学物質排出把握管

理促進法の改正以外のそのような取組みを「・・等」で一括して処理

するのは不適切です。SAICM 国内実施計画を策定する前に行っていた

と判断される SAICM に沿った取組みは全て個別に明示する必要があ
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ります。 
6 ４頁下 11 行目～：

「SAICM 国内実施計

画の策定は、SAICM
に沿った化学物質管

理施策に係る関係省

庁の連携に資すると

ともに、我が国の取組

状況を国内外の関係

者に示し、関係者の取

組みを確実に実施す

る上で有益であると

の認識の下、」 

1) SAICM 国内実施計画策定の第一の意義が「関係省庁の連携に資する

こと」にあるという SAICM 関係省庁連絡会議の認識は、OPS が規定

する SAICM の必要性や目的を全く無視するものです。政府部内で連

携して仕事をするのは当たり前のことで、その上で SAICM の命題に

対して国として何を実現するかが応えるべき事項であり、それなしで

は任務を果たしたことになりません。 
2) 「SAICM に沿った」国内実施計画策定の目的は、OPS に規定され

る①リスク削減、②知識・情報、③統治、④管理能力強化および⑤不

法な国際交易の視点から体系的かつ包括的に現状分析を行い、改善す

べき課題を包括的に実行して社会の管理能力を強化し全体として

WSSD2020 年目標の達成に寄与することです。 
3) それゆえ、「関係省庁の連携に資する」ことを第一義とするような

目的を違えた SAICM 国内実施計画を「国内外の関係者に示すこと」

は、日本の関係者の無理解さ・不誠実さを内外に自ら露呈する愚かな

行為であり、国際的に失笑を買うものです。それゆえ、策定手続きの

構築から根本的に改めて仕切り直す必要があります。 
7 ４ 頁 下 ５ 行 目 ～ ：

「SAICM関係省庁連

絡会議は、包括的方針

戦略の第 22 パラグラ

フを踏まえ、（1）関係

者の参加を確保する

とともに、（2）国内に

おける既存の関連計

画について考慮する

こととした。」 

1) 「SAICM 関係省庁連絡会議は、・・・関連計画について考慮するこ

とにした。」という行政の一方的な判断は、その適切性や妥当性を裏付

ける論拠を国民に伝え、それに基づく記述を加える必要があります。

2) OPS 第 22 項の規定は「法令、ナショナル・プロファイル、行動計

画、関係者のイニシアティブおよび隙間、重複などの既存の要件なら

びに優先順位、必要性および状況を適宜考慮する」となっています。

その中から既存の「行動計画」だけを取り上げることに関し、とりわ

けナショナル・プロファイルなど他の事項を取り上げない論拠を国民

に伝え、それに基づく記述を加える必要があります。 

8 ５頁下１行目～：「第

四次環境基本計画で

は扱われていない範

囲  (例：労働安全衛

生、家庭用品の安全対

策、シックハウス (室
内空気汚染) 対策) に
ついては、」 

1) SAICM 国内実施計画においては第四次環境基本計画では扱われて

いない範囲」を一部の例示だけに留める記述は不適切です。農薬の場

合を含めて、全ての該当する分野・取組みを明記し、それらの費用対

効果を考慮して優先順位を検討する必要があります。 

9 ８頁上４行目：「詳細

は付属資料３を参照」

について 

1) 30 頁の付属資料３の頭書きには「化学物質の管理に係るナショナ

ル・プロファイル（平成 15 年 10 月）を元に作成」とあります。そし

てコメント公募対象文書の参考資料によると、このナショナル・プロ

ファイルは SAICM 基本文書の GPA が最初に規定する、国内実施計画

に記載すべき課題を設定するためのナショナル・プロファイルである

ことになっています。 
2) しかしこれに関して 2 つの誤りがあります。一つは平成 15 年に公

表されたナショナル・プロファイルは「隙間や重複などを特定し、取
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組課題に優先順位付けをするための化学物質管理の現状分析を全く行

っていない」ため、GPA が規定するナショナル・プロファイルに相当

するものではありません (星川他, 2005a, 2005b, 2006a)。 
3) 二つ目の誤りは、「法令、ナショナル・プロファイル、行動計画、

関係者のイニシアティブおよびギャップなどの既存の要件ならびに優

先順位、必要性および状況を適宜考慮する」という OPS 第 22 項の規

定に対して、平成 15 年のナショナル・プロファイルに言及しないで既

存の「行動計画」だけを考慮して行う実施計画の策定は、上記 1)の記

述に照らして妥当性に欠けることになります。 
4) SAICM 関係省庁連絡会議が実質的に「SAICM に沿った」化学物質

管理施策の推進を目指すのであれば、関係者が実質的に参画する仕組

みの下で「SAICM に沿った」ナショナル・プロファイルを策定し、そ

れに基づいて国内実施計画を策定することが必須条件です。この観点

からもコメント公募対象文書の文案を全面的に書き直す必要がありま

す。 
10 12頁上 14行目～：「化

学物質を幅広く取り

扱う主な法律として、

我が国では①化学物

質審査規制法および

②化学物質排出把握

管理促進法が制定さ

れており、・・・化学

物質の包括的な管理

を進めている。」 

1) 「化学物質の包括的な管理」とは、５頁下１行目の「SAICM の対

象範囲のうち第四次環境基本計画では扱われていない範囲」をも含め

た範囲を管理の対象とするのが国際的な慣例です。したがって一般環

境経由の影響だけを対象とする法律や PRTR 制度など特定の制度だけ

を対象とする法律を「包括的な管理」の法律に分類するのは基本的に

誤りです。該当する記述は適正に修文する必要があります。 
2) しかしこれらの法律の運用において、法律に規定がないにも拘ら

ず、現に「化学物質の包括的な管理」を行っているということであれ

ば、その運用を改める必要があります。 
3) 22 頁下 15 行目の「・・から導入された包括的な化学物質管理制度・・」

の記述についても同様に修文する必要があります。 
11 12 頁の第 2 章第 2

項：化学物質の管理に

係る取組状況と課題

を（1）リスクの評価、

（2）リスクの管理、

（3）安全・安心の一

層の確保および（4）
国際的な課題への対

応の観点から記述す

ることについて 

1) 「SAICM に沿った」国内実施計画の目的は、意見 7.で指摘したよ

うに、OPS に規定される①リスク削減、②知識・情報、③統治、④管

理能力強化および⑤不法な国際交易の視点から体系的に現状分析を行

い、現行の制度・仕組みや取組みに認められる隙間、重複、非効率を

改善する課題を包括的に優先順位付けし、それを計画的に実行して社

会の管理能力を強化して WSSD2020 年目標の全体的な達成に寄与す

ることです。政府だけの取組みを部分的に取り上げて作成する程度の

計画ではありません。国を構成する全てのセクターの取組みを体系的

に整理して記述する必要があります。 
2) このことはナショナル・プロファイルにおいても同様であり、この

点からも平成 15 年のナショナル・プロファイルがその名に値しないも

のであることは明白です。 
3) それに対して、SAICM 関係省庁連絡会議が設定した左記の観点の

現状分析では、OPS が指向する社会の化学物質管理能力の向上を目指

す現状分析は実施できません。OPS の視点を用いず、左記のような観

点が社会の管理能力強化のために適切であると考える論拠を国民に知

らせ、それに基づく記述を加える必要があります。 

 11



化学生物総合管理学会 

12 12頁下 14行目～：「ま

た、平成 24 年には「化

学品の分類および表

示に関する世界調和

システム (GHS)」の

導入を目的として安

全 デ ー タ シ ー ト 
(SDS) 制度を改正し

た。」 

1) SDS 制度は最近の改正で部分的に適正化されました。しかし政府の

GHS への対応はこれまで限定的で、不十分なものです。例えば、①SDS
制度が労働安全衛生法、化学物質(排出把握)管理促進法および毒物劇物

取締法に分散していることを一本化せず、②各種規制法における危険

有害物質の指定基準を GHS に整合させることもせず、しかも③国際協

調活動で策定された GHS 文書に明示される GHS 実施の期待効果を考

慮していないため、事業者、消費者等の当事者に不利な状況を招いて

います。 
2) それゆえ、SDS 制度が３つの法律に分散する非効率の解消や各種規

制法の危険有害物指定基準の GHS への整合化は、SAICM 国内実施計

画の中核的な実施課題に位置付けて取り組む必要があります (星川他, 
2006b)。 

13 13 頁上１行目～：「新

たに製造・輸入される

一般用途 (工業用) の
化学物質については、

化学物質審査規制法

に基づき、事業者によ

る届出を国が事前に

審査し、必要に応じて

規制措置を講じてい

る。・・・」 

1) 日本では新規化学物質および既存化学物質について、類似した届

出・評価制度が労働安全衛生法に基づいて別個に行われている実態を

記述しておく必要があります。 
2) 一方、消費者安全の分野、火災爆発防止の分野については、事前審

査制度などの必要性について記述しておく必要があります。 
3) そして、上記の SDS 制度も含めて、重複する類似制度を統合して

整理し、抜けた分野を埋めて、より効率的なハザード評価、曝露評価、

リスク評価を一元的に行いうる包括的かつ効率的な制度・仕組みに改

める必要があります。そのような改善課題を SAICM 国内実施計画の

中核に位置付けて実施計画案を作り直す必要があります。 
14 20 頁下７行目～：「・・

SAICM を踏まえつ

つ、WSSD2020 年目

標 の 達 成 に 向 け

て、・・・との SAICM
の 考 え 方 を 踏 ま

え、・・。その際には、

様々な対策手法を組

み合わせるとともに、

また、関係府省の連

携・協力と情報共有を

一層強化・推進し、包

括的な化学物質対策

の確立と推進を図る

ことで、国民の安全を

確保し、国民が安心し

て生活できる社会の

実現を目指す。」 

1) 日本は議会制民主主義の法治国家です。化学物質のリスク管理のよ

うに、国民の安全を確保し国民が安心して生活できる社会の実現を目

指すための社会システムおよびその運用体制は、法律で明確に規定す

るのが鉄則です。この鉄則を無視することは容認されません。 
2) ましてや、化学物質のように活発に国際取引される物品に係る安全

管理制度は、諸外国に対して非関税障壁にならないよう配慮して国際

的に整合した法律制度を整備する必要があります。これは産業界の国

際競争力を維持ずるためにも必要です。 
3) また国内的には、社会の各当事者の役割と責務を明確にして情報共

有を一層強化・推進し、包括的かつ実効的な化学物質対策の確立と推

進を実現するためには、それを具体化する適切な管理法制を定め、そ

の法制の中で関係省庁の役割と責務のあり方を具体的に規定する必要

があります。 
4) 一方、現行の縦割り規制法の下にある関係省庁職員の本務は、所管

する規制法の観点から判断することに限られます。従って通常の判断

によれば、所管する法律に基づかない包括的な管理制度の下で日常的

でない包括的な観点からの判断を適正に行いうることはあり得ませ

ん。 
5) それゆえ、21 頁から記述する政府が取り組む事項として、このよう

な包括的な化学物質管理を実現しうる法律を創設することを SAICM
国内実施計画の第一に掲げる必要があります。 
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現
行
関
連
法
規
に
分
散
す
る
化
学
物
質
規
制
を
改
善
す
る
と
と
も
に
、
国
際
的
慣
行
に
整
合

す
る
総
合
的
な
管
理
制
度
を
新
た
に
設
け
る
こ
と
に
よ
り
、
社
会
の
リ
ス
ク
管
理
能
力
の
向
上
と
透
明
性
の
改
善
、
さ
ら
に
は
国
際
競
争
力
の
維
持
・
向
上
と
雇

用
の
確
保
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

な
お
、
国
際
的
慣
行
に
整
合
す
る
新
た
な
総
合
的
管
理
制
度
の
基
本
は
、
化
学
物
質
の
特
性
で
あ
る
人
及
び
環
境
に
対
す
る
危
険
有
害
性
（
以
下
、
ハ
ザ
ー
ド

と
い
う
。）
を
包
括
的
に
評
価
し
て
分
類
し
、
そ
の
結
果
に
人
及
び
環
境
の
化
学
物
質
へ
の
曝
露
の
程
度
を
加
味
し
て
実
際
の
影
響
の
可
能
性
（
以
下
、
リ
ス
ク
と

い
う
。
）
を
包
括
的
に
初
期
評
価
し
、
そ
し
て
そ
の
結
果
に
基
づ
き
リ
ス
ク
を
適
正
に
管
理
す
る
方
策
を
講
ず
る
管
理
の
標
準
的
手
順
並
び
に
国
際
的
に
整
合
す
る

基
本
的
な
管
理
制
度
を
整
備
し
て
こ
れ
を
一
元
的
か
つ
体
系
的
に
運
用
す
る
こ
と
で
あ
る
。 

ま
た
、
社
会
の
リ
ス
ク
管
理
能
力
の
向
上
お
よ
び
透
明
性
の
改
善
に
は
取
扱
化
学
物
質
の
管
理
の
実
態
を
関
係
者
全
体
で
共
有
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、

一
元
的
か
つ
体
系
的
に
運
用
さ
れ
る
基
本
的
管
理
制
度
の
情
報
を
統
一
的
に
共
有
公
開
す
る
情
報
管
理
基
盤
を
整
備
す
る
。 

 

二
．
適
用
範
囲 

 

三
．
定
義
等 

 

こ
の
法
律
に
お
け
る
用
語
に
つ
い
て
以
下
の
定
義
を
設
け
る
。 

 

た
だ
し
、
医
薬
品
、
食
品
添
加
物
、
農
薬
な
ど
ハ
ザ
ー
ド
及
び
リ
ス
ク
の
評
価
が
他
の
法
令
の
規
定
に
基
づ
き
厳
し
く
行
わ
れ
る
場
合
に
は
、
そ
の
行
わ
れ
て

い
る
範
囲
に
お
い
て
そ
れ
を
も
っ
て
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
し
た
が
っ
て
こ
れ
に
該
当
す
る
化
学
物
質
で
あ
っ
て
も
、
他
の
法
令
の
規
定
に
よ
り
評
価
さ
れ
な

い
人
又
は
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
及
び
リ
ス
ク
は
こ
の
法
律
の
対
象
に
加
え
る
。 

（
１
）「
化
学
物
質
」
と
は
、
元
素
、
同
位
体
ま
た
は
化
合
物
で
構
成
さ
れ
社
会
で
取
り
扱
わ
れ
る
も
の
を
い
い
、
そ
の
も
の
が
天
然
の
も
の
で
あ
る
か
人
工
の
も

の
で
あ
る
か
を
問
わ
ず
、
ま
た
、
微
小
形
態
の
も
の
も
含
め
る
。 

こ
の
法
律
は
、
国
内
で
製
造
（
輸
入
を
含
む
。
）
・
流
通
・
消
費
そ
し
て
廃
棄
さ
れ
る
す
べ
て
の
化
学
物
質
を
対
象
と
す
る
。
ま
た
、
そ
れ
ら
化
学
物
質
を
含
有

す
る
製
品
も
こ
の
法
律
の
対
象
と
し
、
こ
れ
ら
を
総
称
し
て
、
以
下
、
化
学
物
質
等
と
い
う
。 
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（
７
）「
詳
細
調
査
」
と
は
、（
１
）
の
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、（
５
）
の
曝
露
評
価
及
び
（
６
）
の
初
期
リ
ス
ク
評
価
を
行
っ
た
結
果
、
ハ
ザ
ー
ド
デ
ー
タ
、
曝
露
デ
ー

タ
な
ど
の
不
足
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
確
定
で
き
な
か
っ
た
ハ
ザ
ー
ド
、
曝
露
及
び
リ
ス
ク
の
う
ち
、
人
又
は
環
境
へ
の
影
響
の
懸
念
を
確
定
す
る
こ
と
が

特
に
必
要
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
る
ハ
ザ
ー
ド
、
曝
露
及
び
リ
ス
ク
に
つ
い
て
、
収
集
す
べ
き
ハ
ザ
ー
ド
デ
ー
タ
、
曝
露
デ
ー
タ
そ
の
他
を
特
定
し
て
行
う
追

加
の
調
査
を
い
う
。 

（
６
）「
初
期
リ
ス
ク
評
価
」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
包
括
的
に
評
価
し
た
結
果
に
当
該
化
学
物
質
の
取
扱
い
に
伴
う
人
及

び
環
境
の
曝
露
を
加
味
し
て
、
実
際
の
影
響
の
可
能
性
を
国
際
的
に
整
合
し
た
判
断
規
準
に
照
ら
し
て
包
括
的
に
初
期
評
価
す
る
こ
と
を
い
う
。 

（
５
）「
曝
露
評
価
」
と
は
、
国
際
的
に
整
合
し
た
手
順
に
従
っ
て
化
学
物
質
等
の
製
造
・
使
用
の
工
程
（
消
費
を
含
む
）
か
ら
排
出
又
は
漏
洩
す
る
化
学
物
質
の

量
を
調
べ
て
、
人
（
作
業
者
、
消
費
者
、
一
般
市
民
）
及
び
環
境
の
曝
露
の
程
度
を
見
積
も
る
こ
と
を
い
う
。 

（
４
）「
ハ
ザ
ー
ド
表
示
」
と
は
、
上
記
の
包
括
的
な
ハ
ザ
ー
ド
分
類
の
結
果
に
基
づ
き
国
際
的
に
整
合
し
た
表
示
規
準
に
従
っ
て
ラ
ベ
ル
や
標
札
を
作
成
し
、
危

険
有
害
化
学
物
質
等
の
容
器
・
包
装
に
表
示
す
る
こ
と
を
い
う
。 

（
３
）「
ハ
ザ
ー
ド
分
類
」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
国
際
的
に
整
合
し
た
ハ
ザ
ー
ド
分
類
規
準
に
照
ら
し
て
包
括
的
に
分
類

す
る
こ
と
を
い
う
。 

（
２
）「
ハ
ザ
ー
ド
評
価
」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
国
際
的
に
整
合
し
た
判
断
規
準
に
照
ら
し
て
包
括
的
に
評
価
す
る
こ
と

を
い
う
。 

（10

）「
高
懸
念
化
学
物
質
」
と
は
、
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
が
（
３
）
項
の
分
類
規
準
に
照
ら
し
て
著
し
く
強
い
か
又
は
強
い
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
化

学
物
質
で
あ
っ
て
、
当
該
化
学
物
質
に
つ
い
て
初
期
リ
ス
ク
評
価
又
は
詳
細
評
価
を
行
っ
た
結
果
、
国
内
に
お
け
る
そ
の
取
扱
い
に
つ
い
て
特
定
の
制
限
等

（
９
）「
新
規
化
学
物
質
」
と
は
、
前
号
に
規
定
す
る
取
扱
化
学
物
質
の
一
覧
表
に
収
載
さ
れ
て
い
な
い
化
学
物
質
で
あ
っ
て
、
国
内
に
お
け
る
取
扱
い
が
新
た
に

予
定
さ
れ
る
化
学
物
質
を
い
う
。 

（
８
）「
取
扱
化
学
物
質
」
と
は
、
国
内
の
社
会
経
済
活
動
及
び
市
民
生
活
に
お
い
て
現
に
使
用
さ
れ
て
い
る
化
学
物
質
を
い
い
、
化
学
物
質
の
特
定
は
国
際
的
な

命
名
法 (IU

PA
C

) 

に
よ
る
名
称
とC

A
S

番
号
を
用
い
て
行
う
こ
と
を
原
則
と
す
る
。 

な
お
、
表
示
規
準
は
前
項
の
ハ
ザ
ー
ド
の
包
括
的
な
分
類
規
準
と
と
も
に
、
国
連
経
済
社
会
理
事
会
が
勧
告
し
た
化
学
物
質
の
分
類
及
び
表
示
の
世
界
調
和

体
系 (G

H
S)

に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 

な
お
、
取
扱
化
学
物
質
の
一
覧
表
は
、
第
三
章
に
規
定
す
る
管
理
の
実
態
調
査
の
初
回
調
査
で
把
握
さ
れ
る
取
扱
化
学
物
質
を
基
礎
と
し
て
編
纂
し
、
そ
れ

以
降
に
事
業
者
が
届
け
出
る
次
号
の
新
規
化
学
物
質
を
そ
の
都
度
加
え
て
更
新
し
、
５
年
ご
と
に
実
施
す
る
実
態
調
査
に
よ
り
確
認
す
る
。 

な
お
、
曝
露
評
価
の
手
順
は
経
済
協
力
開
発
機
関
が
策
定
し
た
排
出
シ
ナ
リ
オ
書
に
関
す
る
手
引
書
等
に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 

な
お
、
判
断
規
準
は
経
済
協
力
開
発
機
関
が
確
立
し
た
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
情
報
デ
ー
タ
セ
ッ
ト (SID

S) 

等
に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 

な
お
、
分
類
規
準
は
国
連
経
済
社
会
理
事
会
が
勧
告
し
た
化
学
物
質
の
分
類
及
び
表
示
の
世
界
調
和
体
系 (G

H
S)

に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 

な
お
、
判
断
規
準
は
経
済
協
力
開
発
機
関
が
確
立
し
た
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
情
報
デ
ー
タ
セ
ッ
ト (SID

S)

に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 
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（15

）
こ
の
法
律
の
規
定
に
基
づ
く
化
学
物
質
等
に
係
る
評
価
等
の
業
務
を
包
括
的
に
担
う
総
合
評
価
機
関
を
設
置
し
そ
の
名
称
を
「
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
」

と
す
る
。 

 

四
．
社
会
各
層
の
責
務 

 

こ
の
法
律
の
目
的
の
一
つ
は
、
国
際
的
慣
行
に
整
合
す
る
新
た
な
総
合
的
管
理
制
度
を
設
け
て
社
会
の
リ
ス
ク
管
理
能
力
の
向
上
と
透
明
性
の
改
善
、
さ
ら
に

は
国
際
競
争
力
の
維
持
・
向
上
と
雇
用
の
確
保
を
図
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
た
め
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
管
理
の
当
事
者
で
あ
る
事
業
者
、
取
扱
作
業
者
、
消
費
者
、

一
般
市
民
お
よ
び
政
府
の
そ
れ
ぞ
れ
が
担
う
べ
き
リ
ス
ク
管
理
上
の
役
割
・
責
務
を
明
示
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
規
定
の
順
序
は
、
リ
ス
ク
管
理
を
実
際
に
担

う
者
の
役
割
・
責
務
を
優
先
的
に
掲
げ
、
政
府
の
役
割
・
責
務
は
そ
れ
ら
を
前
提
に
規
定
す
る
。 

（
１
）
事
業
者
は
、
取
扱
化
学
物
質
等
の
す
べ
て
に
つ
い
て
主
体
的
に
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
包
括
的
に
評
価
し
て
分
類
し
、
そ
し
て
化
学
物
質
等

の
製
造
・
使
用
の
状
況
等
に
つ
い
て
人
及
び
環
境
の
曝
露
の
程
度
を
見
積
も
っ
て
実
際
の
影
響
の
リ
ス
ク
を
評
価
し
、
さ
ら
に
そ
れ
ら
の
結
果
に
基
づ
き
適

切
な
製
造
条
件
、
使
用
条
件
、
流
通
条
件
な
ど
を
決
め
て
事
業
活
動
を
適
正
に
管
理
す
る
と
と
も
に
、
関
係
事
業
者
及
び
消
費
者
な
ど
に
適
切
な
情
報
を
提

供
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（13

）「
初
期
リ
ス
ク
評
価
書
」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
が
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
に
つ
い
て
包
括
的
な
初
期
リ
ス
ク
評
価
を
行
っ
た
際
に
、
そ
の
評
価
の

過
程
の
詳
細
及
び
結
果
を
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
手
引
き
に
従
っ
て
記
述
し
た
文
書
を
い
う
。 

（12

）「
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書 (E

SD
)

」
と
は
、
化
学
物
質
等
の
製
造
・
使
用
の
工
程
に
つ
い
て
取
扱
化
学
物
質
の
排
出
・
漏
洩
の
状
況
を
把
握
し
て
人
及
び
環
境
の

曝
露
の
程
度
を
見
積
も
っ
た
際
に
、
そ
の
見
積
も
り
の
過
程
の
詳
細
及
び
結
果
を
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
手
引
き
に
従
っ
て
記
述
し
た
文
書
を
い
う
。 

 

（14

）
こ
の
法
律
の
規
定
に
基
づ
き
化
学
物
質
総
合
管
理
に
係
る
事
務
を
包
括
的
に
執
行
す
る
新
た
な
行
政
機
関
を
設
置
し
そ
の
名
称
を
「
化
学
物
質
総
合
管
理

庁
」
と
す
る
。 

（11
）「
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト (SD

S)

」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
及
び
特
定
の
危
険
有
害
化
学
物
質
を
含
有
す
る
製
品
に
つ
い
て
、
そ
の
出
所
、
人
及
び
環
境
に
対

す
る
ハ
ザ
ー
ド
に
関
す
る
情
報
、
主
な
用
途
、
そ
の
用
途
で
の
曝
露
防
止
等
の
取
扱
注
意
、
規
制
情
報
、
処
理
処
分
の
推
奨
方
法
な
ど
を
国
際
的
な
規
準
に

整
合
し
た
指
針
に
従
っ
て
記
述
し
た
文
書
を
い
う
。 

な
お
、
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
の
作
成
お
よ
び
交
付
の
指
針
は
、
国
連
経
済
社
会
理
事
会
が
勧
告
し
た
化
学
物
質
の
分
類
及
び
表
示
の
世
界
調
和
体
系 (G

H
S) 

等
に
従
っ
て
別
途
策
定
す
る
。 

を
設
け
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
判
定
さ
れ
る
化
学
物
質
を
い
う
。 

な
お
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
書
の
作
成
手
引
き
は
、
経
済
協
力
開
発
機
構
が
策
定
し
た
高
生
産
量
化
学
物
質
の
点
検
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
に
従
っ
て
別
途
策
定
す
る
。 

な
お
、
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書
の
作
成
手
引
き
は
、
経
済
協
力
開
発
機
構
が
策
定
し
た
排
出
シ
ナ
リ
オ
書
に
関
す
る
手
引
書
等
に
従
っ
て
別
途
策
定
す
る
。 

な
お
、
高
懸
念
化
学
物
質
に
係
る
分
類
基
準
に
つ
い
て
は
、
関
連
法
規
お
よ
び
国
際
的
慣
例
と
の
整
合
性
を
考
慮
し
て
別
途
定
め
る
。 
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事
業
者
は
ま
た
、
化
学
物
質
等
を
取
り
扱
う
作
業
者
が
組
織
の
リ
ス
ク
管
理
計
画
の
遂
行
に
効
果
的
に
参
加
す
る
た
め
、
事
業
所
で
取
り
扱
う
化
学
物
質
及

び
曝
露
防
止
対
策
等
に
関
す
る
情
報
を
作
業
者
に
周
知
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（
２
）
化
学
物
質
等
を
取
り
扱
う
作
業
者
は
、
取
り
扱
う
す
べ
て
の
化
学
物
質
等
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
リ
ス
ク
を
認
識
し
、
事
業
者
と
協
働
し
て
リ
ス
ク
管

理
計
画
に
則
り
作
業
を
適
切
に
遂
行
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
を
含
有
す
る
消
費
者
用
製
品
を
使
用
す
る
者
は
、
使
用
す
る
製
品
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
リ
ス
ク
を
認
識
し
、
事
業
者
が
提
示
す
る
取
扱
注

意
書
等
に
留
意
し
て
適
切
に
使
用
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（
４
）
一
般
市
民
は
、
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
リ
ス
ク
を
認
識
し
、
政
府
及
び
事
業
者
そ
の
他
が
実
施
す
る
リ
ス
ク
管
理
に
か
か
わ
る
活
動
に
協
働

す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（
５
）
政
府
は
、
当
事
者
の
主
体
的
な
自
主
管
理
を
尊
重
し
つ
つ
、
公
正
な
政
策
に
基
づ
い
て
化
学
物
質
等
が
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
リ
ス
ク
を
実
効

的
か
つ
効
率
的
に
管
理
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

政
府
は
ま
た
、
化
学
物
質
管
理
に
係
る
国
内
外
の
動
向
を
計
画
的
か
つ
体
系
的
に
把
握
し
て
公
表
し
つ
つ
、
国
内
の
管
理
の
状
況
を
改
善
す
る
た
め
の
方
策

を
定
期
的
に
取
り
ま
と
め
て
法
律
制
度
の
見
直
し
を
含
め
た
改
善
計
画
を
立
案
し
か
つ
こ
れ
を
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

政
府
は
ま
た
、
化
学
物
質
管
理
の
科
学
的
技
術
的
基
盤
を
充
実
し
つ
つ
、
管
理
に
必
要
な
専
門
的
人
材
の
育
成
と
教
養
教
育
を
強
化
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

政
府
は
さ
ら
に
、
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
管
理
に
複
数
の
省
庁
が
関
わ
り
を
持
つ
こ
と
に
留
意
し
て
、
関
係
省
庁
間
の
円
滑
な
協
議
及
び
調
整
を
確
保
し
協
働

す
る
責
務
を
有
し
、
そ
の
責
務
の
実
施
に
お
い
て
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
お
よ
び
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
は
中
核
的
な
役
割
を
果
た
す
。 

 

第
二
章 

管
理
の
標
準
的
手
順 

 

な
お
、
管
理
の
標
準
的
な
手
順
に
つ
い
て
は
、
国
際
的
な
整
合
性
に
留
意
し
て
指
針
ま
た
は
手
引
き
を
策
定
し
て
公
表
す
る
。 

 

化
学
物
質
が
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
を
適
切
に
管
理
す
る
標
準
的
な
手
順
は
、
リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
透
明
性
の
向
上
に
資
す
る
こ
と
を
重
視
し
て
以

下
の
各
項
に
従
っ
て
行
う
こ
と
を
基
本
と
す
る
。
そ
れ
ゆ
え
事
業
者
が
取
扱
化
学
物
質
に
つ
い
て
主
体
的
に
リ
ス
ク
を
評
価
し
管
理
す
る
場
合
に
も
、
ま
た
政
府

が
事
業
者
の
リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
状
況
を
検
証
す
る
場
合
に
も
、
こ
の
手
順
に
則
っ
て
行
う
こ
と
を
原
則
と
す
る
。 

 

④ 

ハ
ザ
ー
ド
の
包
括
的
な
評
価
の
結
果
及
び
人
と
環
境
の
包
括
的
な
曝
露
評
価
の
結
果
を
用
い
て
、
化
学
物
質
が
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
リ
ス
ク
を

包
括
的
に
初
期
評
価
す
る
。 

③ 

化
学
物
質
の
製
造
・
使
用
の
過
程
に
お
け
る
化
学
物
質
の
排
出
・
漏
洩
の
状
況
を
把
握
し
て
人
（
作
業
者
、
消
費
者
、
一
般
市
民
）
及
び
環
境
の
曝
露
を
包

括
的
に
評
価
す
る
。 

② 

化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
包
括
的
か
つ
一
元
的
に
評
価
し
て
分
類
す
る
。 

① 

化
学
物
質
等
の
製
造
（
輸
入
を
含
む
）
か
ら
使
用
（
自
家
消
費
を
含
む
）
・
廃
棄
に
至
る
流
通
実
態
を
包
括
的
か
つ
計
画
的
に
把
握
す
る
。 
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⑤ 

人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
の
包
括
的
な
評
価
と
分
類
の
結
果
、
人
及
び
環
境
の
曝
露
の
包
括
的
評
価
の
結
果
、
並
び
に
初
期
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
に

基
づ
い
て
、
必
要
な
場
合
に
は
追
加
の
調
査
を
行
い
、
以
下
の
措
置
を
必
要
に
応
じ
て
講
ず
る
。 

イ
）
化
学
物
質
の
製
造
、
流
通
、
使
用
及
び
廃
棄
を
適
切
に
管
理
す
る
措
置
を
講
ず
る
。 

ロ
）
化
学
物
質
の
取
扱
い
に
関
わ
り
を
持
つ
当
事
者
間
で
管
理
に
関
す
る
情
報
を
共
有
し
つ
つ
、
協
働
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
。 

ハ
）
人
又
は
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
懸
念
が
著
し
く
高
い
化
学
物
質
を
特
定
し
、
製
造
又
は
使
用
に
お
い
て
条
件
を
付
し
た
り
適
切
な
制
限
を
加
え
た
り
す

る
措
置
を
講
ず
る
。
ま
た
、
他
の
法
規
の
危
険
有
害
化
学
物
質
に
該
当
す
る
と
判
断
さ
れ
る
場
合
に
は
、
当
該
法
規
を
所
掌
す
る
省
庁
と
の
協
働
の
下
に
必

要
な
措
置
を
講
ず
る
。 

 

第
三
章 

基
本
的
管
理
制
度 

 

こ
の
法
律
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
、
化
学
物
質
に
つ
い
て
以
下
の
六
つ
の
基
本
的
管
理
制
度
を
設
け
る
。
そ
し
て
こ
の
法
律
を
所
掌
す
る
化
学
物
質
総
合
管

理
庁
（
第
四
章
一
項
参
照
）
が
そ
れ
ら
を
包
括
的
か
つ
一
元
的
に
執
行
す
る
。 

な
お
、
そ
れ
ぞ
れ
の
管
理
制
度
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ら
を
体
系
的
に
施
行
し
か
つ
透
明
性
の
向
上
に
資
す
る
た
め
、
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
及
び
実

施
計
画
を
定
め
公
表
し
て
運
用
す
る
。 

 

一
．
管
理
の
実
態
調
査 

 

二
．
取
扱
化
学
物
質
の
評
価 

（
１
）
事
業
者
が
取
り
扱
う
化
学
物
質
の
管
理
の
立
場
か
ら
一
項
に
基
づ
い
て
提
出
す
る
取
扱
化
学
物
質
（
自
家
消
費
す
る
も
の
を
含
む
）
の
管
理
の
実
態
に
関

（
５
）
実
態
調
査
は
、
製
造
事
業
者
、
輸
入
事
業
者
お
よ
び
使
用
事
業
者
に
つ
い
て
５
年
の
間
隔
で
行
い
、
そ
の
都
度
、
情
報
管
理
基
盤
を
更
新
し
、
情
報
提
出

者
の
営
業
上
の
機
密
情
報
を
保
護
す
る
措
置
を
講
じ
た
う
え
で
公
表
す
る
。 

（
４
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
事
業
所
管
省
な
ど
の
協
力
を
得
て
、
初
回
の
実
態
調
査
の
結
果
に
基
づ
き
国
内
に
お
け
る
取
扱
化
学
物
質
の
一
覧
表
を
編
纂

す
る
と
と
も
に
、
逐
次
改
訂
す
る
。 

（
３
）
実
態
調
査
の
調
査
項
目
は
、
曝
露
関
連
情
報
（
組
成
、
流
通
量
、
使
用
類
型
、
曝
露
発
生
源
な
ど
）
及
び
自
主
管
理
の
主
要
な
裏
付
資
料
で
あ
る
ハ
ザ
ー

ド
情
報
、
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
書
、
ハ
ザ
ー
ド
分
類
・
表
示
及
び
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
な
ど
の
整
備
状
況
の
調
査
を
基
本
と
す
る
。 

（
２
）
調
査
を
行
う
対
象
化
学
物
質
の
範
囲
は
、
事
業
者
が
自
家
消
費
す
る
も
の
を
含
め
、
医
薬
品
、
食
品
添
加
物
、
農
薬
な
ど
他
の
法
令
に
よ
り
一
部
の
側
面

の
管
理
が
行
わ
れ
て
い
る
化
学
物
質
を
含
め
て
、
す
べ
て
の
化
学
物
質
と
す
る
。 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
が
実
施
す
る
化
学
物
質
等
の
管
理
の
実
態
調
査
は
、
国
内
に
お
け
る
化
学
物
質
等
の
管
理
の
実
態
を
正
確
に
把
握
し
て
必
要
な
基

礎
情
報
を
整
備
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
、
あ
ら
か
じ
め
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
及
び
実
施
計
画
を
策
定
し
て
実
施
す
る
。 
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す
る
情
報
を
点
検
・
評
価
す
る
と
と
も
に
、
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
を
確
定
し
、
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
初
期
リ
ス
ク

評
価
を
実
施
し
、
そ
し
て
、
追
加
の
調
査
の
必
要
性
や
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
必
要
性
並
び
に
高
懸
念
化
学
物
質
や
他
の
法
規
の
危
険
有
害
物
質
へ
の
該
当
性

を
判
定
す
る
制
度
を
設
け
る
。 

（
２
）
こ
の
制
度
で
評
価
の
対
象
と
な
る
化
学
物
質
の
種
類
は
極
め
て
多
い
。
そ
の
た
め
、
取
扱
量
、
用
途
、
既
知
の
高
懸
念
化
学
物
質
や
そ
れ
ら
と
の
構
造
類

似
性
な
ど
に
基
づ
き
対
象
化
学
物
質
を
選
定
し
つ
つ
段
階
的
に
行
う
こ
と
と
し
、
あ
ら
か
じ
め
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
及
び
実
施
計
画
を
策
定
し

て
実
施
す
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
こ
の
対
象
化
学
物
質
に
つ
い
て
事
業
者
が
提
出
す
る
ハ
ザ
ー
ド
情
報
や
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
の
結
果
に
自
ら
収
集
し
た

ハ
ザ
ー
ド
情
報
等
を
加
え
て
精
査
し
、
対
象
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
を
確
定
し
、
ハ
ザ
ー
ド
に
関
し
て
追
加
の
調
査

の
必
要
性
お
よ
び
高
懸
念
化
学
物
質
や
他
の
法
規
の
危
険
有
害
化
学
物
質
へ
の
該
当
性
を
判
定
す
る
。 

ま
た
、
こ
の
対
象
化
学
物
質
に
つ
い
て
事
業
者
が
提
出
す
る
取
扱
量
、
用
途
、
生
産
・
使
用
の
状
況
な
ど
の
曝
露
関
連
情
報
お
よ
び
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
な

ど
に
自
ら
収
集
し
た
曝
露
関
連
情
報
及
び
リ
ス
ク
評
価
情
報
を
加
え
て
精
査
し
、
自
ら
も
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
初
期
リ
ス
ク
評
価
を
行
っ
て
曝
露

又
は
リ
ス
ク
に
関
す
る
追
加
の
調
査
の
必
要
性
お
よ
び
他
の
法
規
に
よ
る
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
必
要
性
に
つ
い
て
判
定
す
る
。 

そ
し
て
、
他
の
法
規
に
よ
る
リ
ス
ク
管
理
対
策
が
必
要
で
あ
る
と
判
定
し
た
場
合
に
は
該
当
法
規
に
よ
る
規
制
の
必
要
性
に
つ
い
て
他
の
省
庁
と
協
議
す
る
。 

（
４
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
こ
れ
ら
の
評
価
の
結
果
を
情
報
管
理
基
盤
の
構
築
に
活
用
し
、
情
報
提
出
者
の
営
業
上
の
機
密
情
報
を
保
護
す
る
措
置
を
講

じ
つ
つ
公
表
す
る
。 

 

三
．
新
規
化
学
物
質
等
の
評
価 

 

四
．
高
懸
念
化
学
物
質
の
製
造
・
使
用
の
確
認 

（
１
）
高
懸
念
化
学
物
質
の
製
造
及
び
使
用
の
確
認
制
度
は
、
人
又
は
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
が
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
分
類
規
準
に
照
ら
し
て
著
し
く

強
い
か
又
は
強
い
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
化
学
物
質
の
製
造
及
び
使
用
に
つ
い
て
、
或
い
は
、
人
又
は
環
境
に
対
す
る
曝
露
が
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
規

（
２
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
届
出
を
受
理
し
た
と
き
は
、
届
出
資
料
に
基
づ
い
て
届
出
者
が
実
施
し
た
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
、
取
扱
実
態
に
則
し
た

リ
ス
ク
評
価
や
リ
ス
ク
管
理
対
策
な
ど
に
つ
い
て
確
認
し
、
二
項
の
取
扱
化
学
物
質
の
評
価
に
準
じ
た
評
価
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
必
要
な
措
置
を

講
ず
る
。 

（
１
）
一
項
に
述
べ
た
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
が
定
期
的
に
実
施
す
る
管
理
の
実
態
調
査
と
は
別
に
、
事
業
者
が
国
内
に
お
け
る
取
扱
い
を
新
た
に
予
定
す
る
化

学
物
質
（
新
規
化
学
物
質
）
及
び
取
扱
化
学
物
質
の
一
覧
表
に
既
に
収
載
さ
れ
て
い
る
化
学
物
質
の
場
合
で
あ
っ
て
も
、
人
又
は
環
境
に
対
す
る
強
い
ハ
ザ

ー
ド
が
新
た
に
見
出
さ
れ
た
り
、
取
扱
量
、
用
途
な
ど
が
変
化
し
た
り
し
て
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
及
び
初
期
リ
ス
ク
評
価
を
改
め
て
行
う
必
要
が
あ

る
場
合
に
つ
い
て
、
取
扱
事
業
者
が
管
理
の
詳
細
な
ど
を
記
述
し
た
文
書
を
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
に
届
け
出
る
制
度
を
設
け
る
。 
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（
２
）
特
定
の
危
険
有
害
物
質
及
び
そ
れ
を
含
有
す
る
製
品
の
容
器
・
包
装
に
は
、
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
指
針
に
従
っ
て
一
律
の
ハ
ザ
ー
ド
表
示
（
ラ
ベ

ル
表
示
や
標
札
）
を
付
け
る
。 

準
に
照
ら
し
て
著
し
く
広
範
囲
に
及
ぶ
か
又
は
及
ぶ
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
化
学
物
質
の
製
造
及
び
使
用
に
つ
い
て
、
人
又
は
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
リ
ス

ク
を
未
然
に
防
止
す
る
処
置
と
し
て
、
事
業
者
及
び
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
が
実
施
す
る
初
期
リ
ス
ク
評
価
又
は
詳
細
評
価
の
結
果
に
基
づ
き
国
内
に
お
け

る
取
扱
い
に
対
し
て
一
律
の
条
件
又
は
制
限
を
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
に
よ
り
適
用
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

（
２
）
こ
の
制
度
に
お
け
る
高
懸
念
化
学
物
質
の
製
造
・
使
用
の
制
限
等
と
し
て
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
や
詳
細
評
価
の
結
果
に
お
け
る
リ
ス
ク
の
懸
念
の
程
度
に

応
じ
て
、
製
造
・
使
用
の
禁
止
、
特
定
の
用
途
で
の
使
用
の
禁
止
、
標
準
的
な
使
用
条
件
の
設
定
な
ど
の
措
置
を
柔
軟
か
つ
弾
力
的
に
講
ず
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
に
よ
り
高
懸
念
化
学
物
質
を
選
別
す
る
た
め
の
選
定
規
準
を
定
め
、
選
定
規
準
に
該
当
す

る
高
懸
念
化
学
物
質
を
特
定
し
、
そ
し
て
、
そ
の
製
造
又
は
使
用
に
つ
い
て
の
制
限
等
を
定
め
て
一
覧
表
を
編
纂
す
る
。 

（
４
）
事
業
者
は
、
高
懸
念
化
学
物
質
を
一
覧
表
に
記
載
さ
れ
る
制
限
等
の
下
で
新
た
に
製
造
又
は
使
用
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
製
造
又
は
使
用
の
工
程
及

び
実
際
の
取
扱
い
に
応
じ
た
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
と
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
計
画
を
届
け
出
て
確
認
を
受
け
る
。 

（
５
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
事
業
者
が
提
出
す
る
届
出
資
料
の
内
容
を
精
査
し
て
、
事
業
者
が
実
施
を
予
定
す
る
リ
ス
ク
管
理
対
策
に
不
備
を
認
め
た
場

合
に
は
、
理
由
を
付
し
て
そ
の
是
正
を
文
書
に
よ
り
三
十
日
以
内
に
勧
告
す
る
。 

 

五
．
当
事
者
間
の
情
報
共
有 

 

（
４
）
化
学
物
質
等
を
使
用
す
る
事
業
者
は
、
そ
の
者
の
用
途
が
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
に
記
載
さ
れ
る
用
途
で
な
い
場
合
に
は
、
そ
の
用
途
の
実
態
に
応
じ
て
曝

露
評
価
及
び
リ
ス
ク
評
価
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
取
扱
条
件
を
決
め
て
適
切
に
管
理
す
る
。
そ
の
場
合
に
は
化
学
物
質
等
の
使
用
者
が
管
理
の
詳
細

を
記
述
し
た
文
書
を
作
成
し
て
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
に
届
け
出
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
等
を
取
り
扱
う
事
業
者
は
、
化
学
物
質
の
製
造
・
使
用
の
工
程
に
つ
い
て
人
及
び
環
境
の
曝
露
の
程
度
を
見
積
も
る
際
に
化
学
物
質
の
排
出
・

漏
洩
の
状
況
お
よ
び
見
積
も
り
結
果
等
を
記
述
し
た
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書
を
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
手
引
き
に
従
っ
て
作
成
す
る
。
そ
し
て
、
他
の
者
が

そ
の
事
業
者
に
代
わ
っ
て
リ
ス
ク
評
価
を
行
う
際
に
は
、
リ
ス
ク
評
価
を
行
う
者
に
必
要
な
情
報
を
記
述
し
た
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書
を
提
示
す
る
。 

（
１
）
化
学
物
質
等
を
取
り
扱
う
当
事
者
間
の
情
報
共
有
制
度
と
し
て
、
化
学
物
質
及
び
特
定
の
危
険
有
害
化
学
物
質
を
含
有
す
る
製
品
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
イ
ン

に
沿
っ
た
移
動
に
際
し
て
、
荷
送
人
が
そ
れ
ら
化
学
物
質
等
の
出
所
、
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
に
関
す
る
情
報
、
主
な
用
途
、
そ
の
用
途
で
の
曝

露
防
止
対
策
等
の
取
扱
注
意
、
規
制
情
報
、
処
理
処
分
の
推
奨
方
法
な
ど
を
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
指
針
に
従
っ
て
記
述
し
た
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト 

(SD
S) 

を
荷
受
人
に
交
付
す
る
制
度
を
設
け
る
。 

な
お
、
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
の
交
付
が
必
要
な
特
定
の
危
険
有
害
化
学
物
質
を
含
有
す
る
製
品
に
つ
い
て
は
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
指
針
に
お
い
て

必
要
な
規
定
を
設
け
る
。 
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六
．
情
報
管
理
及
び
情
報
公
開 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
化
学
物
質
管
理
の
実
態
調
査
で
事
業
者
が
提
出
し
た
取
扱
管
理
の
情
報
及
び
事
業
者
が
提
出
し
た
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
、

曝
露
評
価
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
、
詳
細
調
査
、
リ
ス
ク
管
理
対
策
そ
の
他
の
国
内
外
の
関
連
情
報
並
び
に
自
ら
収
集
し
た
こ
れ
ら
の
情
報
に
つ
い
て
適
正
な

管
理
の
基
礎
と
す
る
た
め
情
報
管
理
基
盤
を
構
築
す
る
。
ま
た
、
そ
の
た
め
に
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
を
定
め
る
。 

（
２
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
前
項
の
情
報
管
理
基
盤
を
基
に
し
て
、
取
扱
化
学
物
質
の
国
内
流
通
量
、
主
な
用
途
及
び
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
、
曝
露

の
評
価
や
初
期
リ
ス
ク
評
価
の
状
況
、
そ
の
他
関
連
情
報
を
情
報
提
出
者
の
営
業
上
の
機
密
情
報
を
保
護
す
る
措
置
を
講
じ
つ
つ
編
集
し
利
用
し
や
す
い
デ

ー
タ
ベ
ー
ス
を
構
築
し
て
広
く
社
会
に
公
開
す
る
。 

 第
四
章 

執
行
体
制
の
整
備 

 

こ
の
法
律
の
目
的
の
一
つ
は
、
多
岐
に
分
散
し
て
非
効
率
な
現
行
関
連
法
規
に
基
づ
く
化
学
物
質
規
制
の
効
率
性
や
整
合
性
を
抜
本
的
に
改
善
す
る
こ
と
で
あ

る
。
そ
の
た
め
そ
れ
を
実
現
す
る
方
策
と
し
て
、
化
学
物
質
総
合
管
理
を
担
う
中
核
的
行
政
機
関
と
そ
れ
に
付
随
す
る
化
学
物
質
総
合
評
価
機
関
を
新
設
す
る
こ

と
と
し
、
そ
れ
ら
の
機
関
が
こ
の
法
律
に
定
め
る
基
本
的
管
理
制
度
を
一
元
的
に
執
行
す
る
。 

 

一
．
一
元
的
所
管
行
政
機
関
の
設
置 

 

二
．
関
係
省
庁
間
の
協
議
・
調
整
及
び
協
働
等 

（
４
）
政
府
は
事
業
者
、
労
働
者
、
消
費
者
お
よ
び
市
民
な
ど
と
の
化
学
物
質
の
評
価
・
管
理
に
関
す
る
情
報
の
共
有
や
協
働
を
促
す
有
効
な
方
策
と
し
て
、
関

（
３
）
ま
た
、
こ
の
法
律
の
執
行
と
の
関
連
に
お
け
る
役
割
は
、
包
括
的
な
ハ
ザ
ー
ド
評
価
や
曝
露
評
価
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
に
つ
い
て
協
力
す
る
と
と
も
に
、

そ
の
結
果
と
し
て
他
の
法
規
の
危
険
有
害
化
学
物
質
の
定
義
に
該
当
す
る
化
学
物
質
を
新
た
に
見
出
し
た
り
、
詳
細
評
価
や
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
必
要
性
を

見
出
し
た
り
し
た
場
合
に
、
関
係
省
庁
間
で
具
体
的
な
措
置
に
つ
い
て
協
働
す
る
こ
と
で
あ
る
。 

（
２
）
省
庁
間
の
協
働
の
場
の
日
常
的
な
役
割
は
、
化
学
物
質
管
理
に
か
か
わ
る
国
内
外
の
動
向
や
課
題
の
情
報
を
共
有
し
、
国
際
機
関
の
活
動
へ
の
参
画
と
そ

の
決
議
等
へ
の
対
応
、
科
学
的
技
術
的
進
展
や
新
た
な
科
学
的
知
見
へ
の
対
応
な
ど
に
つ
い
て
関
係
省
庁
の
共
通
認
識
を
涵
養
し
協
働
す
る
こ
と
で
あ
る
。 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
に
か
か
わ
る
関
係
省
庁
間
の
協
議
・
調
整
を
円
滑
に
遂
行
し
協
働
を
確
保
す
る
場
を
常
設
し
、
事
業
者
、
労
働
者
、
消
費
者
お
よ
び

市
民
な
ど
と
の
情
報
共
有
や
協
働
を
確
実
に
す
る
た
め
そ
の
下
に
課
題
に
応
じ
て
作
業
部
会
を
設
置
す
る
。 

（
２
）
こ
の
行
政
機
関
の
名
称
は
「
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
」
と
し
、
こ
の
法
律
の
執
行
を
一
元
的
に
担
う
執
行
部
門
に
加
え
て
、
化
学
物
質
総
合
管
理
に
か
か
わ
る
政

策
の
企
画
立
案
及
び
国
内
外
の
科
学
的
技
術
的
進
展
や
政
策
的
動
向
の
調
査
を
総
括
す
る
企
画
調
査
部
門
を
設
置
す
る
。 

（
１
）
こ
の
法
律
に
基
づ
い
て
化
学
物
質
総
合
管
理
を
包
括
的
に
所
掌
す
る
行
政
機
関
を
新
た
に
設
置
し
、
現
在
、
省
庁
に
分
散
し
て
い
る
関
連
事
務
を
整
理
し
て
統
合

す
る
。 
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連
国
際
機
関
の
活
動
へ
の
参
加
を
社
会
各
層
に
広
く
開
放
す
る
。 

 
三
．
総
合
評
価
機
関
の
設
置 

 

四
．
他
の
評
価
機
関
等
と
の
連
携 

（
２
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
ま
た
、
取
扱
化
学
物
質
の
人
又
は
環
境
へ
の
影
響
の
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
と
そ
れ
に
基
づ
き
実
施
し
た
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
妥

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
科
学
的
知
見
の
充
実
及
び
科
学
的
方
法
論
の
向
上
の
た
め
、
化
学
物
質
の
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
及
び
リ
ス
ク
評
価
に

関
係
す
る
国
内
外
の
政
府
、
学
界
、
産
業
界
そ
の
他
関
係
者
と
の
情
報
共
有
お
よ
び
協
働
を
確
保
し
て
、
化
学
物
質
と
生
物
の
相
互
作
用
の
評
価
方
法
、
合

理
的
な
有
害
性
予
測
手
法
、
疫
学
的
調
査
方
法
な
ど
の
調
査
・
研
究
開
発
活
動
を
促
進
し
調
整
す
る
仕
組
み
を
整
備
す
る
。 

（
６
）
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
は
、
取
扱
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
評
価
・
管
理
に
係
る
情
報
管
理
基
盤
を
構
築
し
そ
れ
を
運
用
す
る
。
そ
の
情
報
管
理
基
盤
に
は

国
内
外
の
関
連
機
関
と
の
相
互
ア
ク
セ
ス
を
可
能
と
す
る
機
能
を
付
与
す
る
。 

（
５
）
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
は
、
文
書
化
し
た
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
及
び
リ
ス
ク
評
価
の
手
法
や
手
続
き
を
科
学
技
術
の
進
展
に
適
合
さ
せ
る
た
め
、

人
と
環
境
へ
の
影
響
を
評
価
す
る
手
法
等
の
進
展
、
高
懸
念
化
学
物
質
に
対
す
る
代
替
物
質
又
は
代
替
技
法
の
開
発
、
あ
る
い
は
新
た
に
見
出
さ
れ
た
人
又

は
環
境
へ
の
影
響
な
ど
の
科
学
的
知
見
に
つ
い
て
広
範
に
調
査
を
行
う
。 

（
４
）
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
は
、
化
学
物
質
の
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
及
び
詳
細
リ
ス
ク
評
価
に
必
要
と
な
る
既
存
の
方
法
論
等

を
効
率
的
に
活
用
す
る
た
め
、
人
と
環
境
へ
の
す
べ
て
の
影
響
に
関
し
て
利
用
で
き
る
評
価
の
手
法
及
び
手
続
き
に
つ
い
て
広
範
に
調
査
し
、
そ
れ
ら
に
基

づ
き
評
価
の
手
法
及
び
手
続
き
を
文
書
化
し
て
公
表
す
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
に
は
、
欧
米
の
評
価
機
関
に
お
け
る
人
員
の
規
模
及
び
質
を
参
考
に
し
て
、
ハ
ザ
ー
ド
や
リ
ス
ク
の
主
要
な
評
価
要
素
で
あ
る

毒
性
試
験
や
疫
学
調
査
の
評
価
、
人
と
環
境
の
曝
露
の
評
価
、
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
評
価
な
ど
の
経
験
を
有
し
、
国
際
的
な
動
向
に
精
通
し
た
充
分
な
人
員

を
確
保
す
る
。 

（
２
）
総
合
評
価
機
関
の
名
称
は
「
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
」
と
し
、
主
な
機
能
部
門
と
し
て
、
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
、
リ
ス
ク
評
価
及
び
デ
ー
タ
・

情
報
管
理
の
業
務
を
担
当
し
て
法
制
度
を
執
行
す
る
評
価
部
門
、
毒
性
、
生
態
毒
性
、
体
内
動
態
、
ト
キ
シ
コ
ゲ
ノ
ミ
ク
ス
、
環
境
中
挙
動
、
曝
露
分
析
、

疫
学
な
ど
関
係
す
る
広
範
な
科
学
・
技
術
領
域
の
進
展
を
専
門
的
に
調
べ
て
評
価
部
門
を
支
え
る
調
査
部
門
、
事
業
者
間
及
び
事
業
者
と
政
府
の
間
の
情
報

の
共
有
化
を
円
滑
に
し
つ
つ
情
報
の
社
会
へ
の
公
開
を
促
進
す
る
情
報
管
理
基
盤
を
構
築
し
運
用
す
る
情
報
部
門
並
び
に
化
学
物
質
総
合
管
理
に
精
通
し
た

専
門
的
人
材
を
育
成
す
る
事
業
に
加
え
て
教
養
教
育
を
支
援
す
る
教
育
部
門
を
設
置
す
る
。 

（
１
）
こ
の
法
律
に
基
づ
き
当
事
者
が
提
出
す
る
技
術
資
料
の
評
価
、
人
と
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
、
人
と
環
境
の
曝
露
の
評
価
、
人
と
環
境

へ
の
影
響
の
初
期
リ
ス
ク
評
価
及
び
リ
ス
ク
管
理
の
方
策
の
確
定
な
ど
に
か
か
わ
る
業
務
、
並
び
に
取
扱
化
学
物
質
に
か
か
わ
る
科
学
技
術
情
報
の
管
理
を

包
括
的
に
担
当
す
る
総
合
評
価
機
関
を
設
置
し
、
現
在
、
省
庁
及
び
独
立
行
政
法
人
な
ど
に
分
散
し
て
い
る
関
連
機
能
を
整
理
し
て
統
合
す
る
。 
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当
性
に
つ
い
て
、
作
業
者
、
消
費
者
等
の
疫
学
的
調
査
、
中
毒
情
報
、
環
境
生
物
や
生
活
環
境
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
デ
ー
タ
な
ど
を
活
用
し
て
確
認
す
る
。 

 第
五
章 

雑
則 

 

こ
の
法
律
の
実
効
性
お
よ
び
運
用
の
透
明
性
を
確
保
す
る
た
め
、
雑
則
と
し
て
以
下
の
事
項
を
規
定
す
る
。 

 

一
．
当
事
者
の
営
業
上
の
機
密
情
報
及
び
財
産
権
の
保
護
と
補
償 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
化
学
物
質
管
理
の
実
態
調
査
、
取
扱
化
学
物
質
や
新
規
化
学
物
質
等
の
評
価
及
び
情
報
の
公
開
に
お
い
て
、
当
事
者
が
提

出
す
る
情
報
の
営
業
上
の
機
密
を
保
護
す
る
措
置
及
び
当
事
者
が
費
用
を
か
け
て
取
得
し
た
情
報
の
財
産
権
を
保
護
し
補
償
す
る
措
置
を
定
め
る
。 

（
２
）
た
だ
し
、
営
業
上
の
機
密
情
報
を
保
護
す
る
事
業
者
の
権
利
は
、
危
険
有
害
化
学
物
質
に
関
す
る
情
報
に
対
す
る
労
働
者
、
消
費
者
お
よ
び
社
会
の
知

る
権
利
と
均
衡
さ
せ
る
。 

 二
．
社
会
の
意
見
集
約
の
場
の
設
置 

 

化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
こ
の
法
律
の
執
行
あ
る
い
は
化
学
物
質
総
合
管
理
に
か
か
わ
る
政
策
等
に
つ
い
て
、
事
業
者
、
労
働
者
、
消
費
者
、
市
民
な
ど

社
会
各
層
と
意
見
交
換
を
行
い
、
認
識
の
共
有
化
を
図
り
取
組
み
の
方
向
性
を
明
確
に
す
る
場
を
設
置
す
る
。 

 

三
．
専
門
人
材
育
成
と
教
養
教
育 

 

四
．
化
学
物
質
総
合
管
理
中
期
計
画
の
策
定
及
び
年
次
報
告
書
の
公
表 

（
２
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
こ
の
法
律
の
執
行
状
況
を
含
め
て
、
化
学
物
質
総
合
管
理
中
期
計
画
に
基
づ
く
取
組
み
の
現
況
、
国
内
外
の
化
学
物
質
総

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
化
学
物
質
総
合
管
理
の
実
効
性
、
効
率
性
及
び
整
合
性
を
計
画
的
に
改
善
す
る
た
め
、
関
係
省
庁
と
の
協
働
の
下
、
事
業

者
、
労
働
者
、
消
費
者
、
市
民
な
ど
当
事
者
の
参
加
を
得
て
、
国
際
的
合
意
に
準
拠
し
て
化
学
物
質
総
合
管
理
の
現
状
を
分
析
し
、
改
善
の
た
め
の
課
題

を
明
確
に
す
る
化
学
物
質
総
合
管
理
中
期
計
画
を
策
定
し
、
５
年
ご
と
に
見
直
し
て
改
訂
す
る
。 

（
３
）
政
府
は
ま
た
、
国
際
的
な
デ
ー
タ
相
互
受
入
れ (M

A
D

) 
や
評
価
相
互
受
入
れ (M

A
A

ま
た
はM

A
N

ｓ)

に
適
切
に
対
応
で
き
る
よ
う
に
、
化
学
物
質

管
理
の
事
務
に
携
わ
る
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
の
行
政
官
お
よ
び
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
の
職
員
に
つ
い
て
化
学
物
質
総
合
管
理
の
研
修
な
ど
を
行
い

国
際
的
水
準
に
達
す
る
よ
う
そ
の
能
力
の
向
上
に
努
め
る
と
と
も
に
、
広
く
社
会
の
協
力
を
得
て
必
要
な
人
員
の
増
強
を
図
る
。 

（
２
）
政
府
は
、
化
学
物
質
総
合
管
理
に
関
す
る
教
養
の
向
上
に
資
す
る
た
め
、
学
校
教
育
や
社
会
人
教
育
を
強
化
す
る
。 

（
１
）
政
府
は
、
化
学
物
質
総
合
管
理
に
精
通
し
、
化
学
物
質
の
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
、
リ
ス
ク
評
価
及
び
リ
ス
ク
管
理
の
実
務
を
担
い
う
る
専
門
家

を
養
成
す
る
人
材
育
成
体
制
を
強
化
す
る
。 
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合
管
理
に
か
か
わ
る
動
向
、
今
後
の
課
題
と
取
組
み
の
方
向
な
ど
を
記
述
し
た
報
告
書
を
毎
年
度
作
成
し
公
表
す
る
。 

 
第
六
章 

関
連
法
規
の
一
部
整
理
・
統
合 

 

こ
の
法
律 (

以
下
、
新
法
と
い
う
。) 

の
制
定
に
伴
い
現
行
関
連
法
規
の
一
部
を
整
理
・
統
合
す
る
た
め
以
下
の
措
置
を
講
ず
る
。 

 

一
．
関
連
法
規
に
お
け
る
危
険
有
害
物
の
ハ
ザ
ー
ド
分
類
規
準
の
統
一
性
確
保 

 

新
法
に
お
い
て
は
社
会
で
取
り
扱
わ
れ
る
全
て
の
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
危
険
有
害
性 (

ハ
ザ
ー
ド) 

を
国
際
的
に
整
合
し
た
ハ
ザ
ー
ド
分

類
規
準 (G

H
S) 

に
照
ら
し
て
包
括
的
に
分
類
す
る
。
化
学
物
質
の
ハ
ザ
ー
ド
分
類
が
関
連
法
規
の
間
で
異
な
る
こ
と
は
当
事
者
間
の
相
互
認
識
お
よ
び
国
際

貿
易
上
の
支
障
と
な
り
う
る
た
め
、
関
連
法
規
に
お
け
る
規
制
対
象
物
質
の
指
定
等
は
、
物
理
的
ハ
ザ
ー
ド
の
場
合
を
含
め
て
、
新
法
に
お
け
る
ハ
ザ
ー
ド
分

類
結
果
に
基
づ
い
て
行
う
よ
う
変
更
す
る
こ
と
と
し
、
原
則
と
し
て
新
法
に
よ
る
制
度
に
一
元
化
す
る
。 

 

ニ
．
関
連
法
規
に
お
け
る
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
交
付
制
度
の
新
法
へ
の
移
管 

 

現
在
、
毒
物
劇
物
取
締
法
、
労
働
安
全
衛
生
法
及
び
化
学
物
質
管
理
促
進
法
に
分
立
し
つ
つ
重
複
し
て
い
る
化
学
物
質
等
に
係
る
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト 

(SD
S) 

交
付
制
度
は
、
新
法
に
規
定
さ
れ
る
国
際
的
に
整
合
し
た
交
付
制
度
と
重
複
す
る
た
め
、
い
ず
れ
の
制
度
も
新
法
の
制
度
に
統
合
す
る
。 

 

三
．
関
連
法
規
に
お
け
る
危
険
有
害
物
容
器
・
包
装
の
ラ
ベ
ル
表
示
規
準
の
統
一
性
確
保 

 

現
在
関
連
法
規
に
規
定
さ
れ
る
危
険
有
害
物
の
容
器
・
包
装
の
ラ
ベ
ル
表
示
規
準
に
関
し
て
も
、
そ
の
書
式
等
が
関
連
法
規
の
間
で
異
な
る
こ
と
は
当
事
者

間
の
相
互
認
識
お
よ
び
国
際
貿
易
上
の
支
障
と
な
り
う
る
た
め
、
物
理
的
ハ
ザ
ー
ド
の
場
合
を
含
め
て
、
新
法
に
お
け
る
ハ
ザ
ー
ド
分
類
結
果
と
ラ
ベ
ル
表
示

規
準
に
基
づ
い
て
行
う
よ
う
変
更
す
る
こ
と
と
し
、
原
則
と
し
て
新
法
に
よ
る
制
度
に
一
元
化
す
る
。 

 

四
．
関
連
法
規
に
お
け
る
新
規
化
学
物
質
審
査
制
度
の
新
法
へ
の
移
管 

 

現
在
、
労
働
安
全
衛
生
法
及
び
化
学
物
質
審
査
規
制
法
に
規
定
さ
れ
る
新
規
化
学
物
質
審
査
制
度
は
、
内
容
的
に
若
干
の
差
違
は
あ
る
も
の
の
類
似
し
た
制

度
で
あ
り
、
新
法
に
規
定
さ
れ
る
包
括
的
な
新
規
化
学
物
質
等
の
評
価
制
度
と
重
複
す
る
た
め
、
両
制
度
を
新
法
の
制
度
に
統
合
す
る
。 

 

五
．
毒
物
劇
物
取
締
法
の
新
法
へ
の
統
合 

 

毒
物
劇
物
取
締
法
の
役
割
は
人
に
対
す
る
毒
性
が
強
い
化
学
物
質
の
取
締
り
に
限
局
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
ゆ
え
取
扱
化
学
物
質
の
総
合
的
な
リ
ス
ク
評
価
・

管
理
の
効
率
性
お
よ
び
実
効
性
の
向
上
の
た
め
、
毒
物
劇
物
取
締
法
の
役
割
を
新
法
に
規
定
さ
れ
る
管
理
制
度
に
統
合
す
る
。 
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六
．
有
害
物
質
含
有
家
庭
用
品
規
制
法
の
新
法
へ
の
統
合 

 

有
害
物
質
含
有
家
庭
用
品
規
制
法
の
役
割
は
人
に
対
す
る
毒
性
が
強
い
化
学
物
質
を
含
有
す
る
家
庭
用
品
の
取
締
り
に
限
局
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
ゆ
え
取
扱

化
学
物
質
の
総
合
的
な
リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
効
率
性
お
よ
び
実
効
性
の
向
上
の
た
め
、
有
害
物
質
含
有
家
庭
用
品
規
制
法
の
役
割
を
新
法
に
規
定
さ
れ
る
管

理
制
度
に
統
合
す
る
。 

 

七
．
化
学
物
質
審
査
規
制
法
の
抜
本
的
変
更 

 

化
学
物
質
審
査
規
制
法
の
役
割
は
人
及
び
環
境
に
及
ぼ
す
環
境
経
由
の
リ
ス
ク
に
基
づ
く
特
定
化
学
物
質
の
取
締
り
に
限
局
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
社
会
に

流
通
す
る
化
学
物
質
の
審
査
と
規
制
を
行
う
法
と
い
う
位
置
づ
け
か
ら
新
法
の
規
定
事
項
と
類
似
す
る
部
分
が
認
め
ら
れ
る
。 

 

そ
の
た
め
新
法
と
化
学
物
質
審
査
規
制
法
の
類
似
性
を
解
消
す
る
た
め
、
化
学
物
質
審
査
規
制
法
の
事
前
審
査
に
係
る
規
定
を
新
法
に
統
合
し
、
主
な
規
制

内
容
を
残
留
性
有
機
汚
染
物
質 (PO

Ps) 

に
係
る
国
際
条
約
に
対
応
す
る
法
律
に
変
更
す
る
。 
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